　平成29年（2017年）2月3日
彦根市長　大久保　貴　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　彦根市公共下水道事業審議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　中村　傳一郎　　　
彦根市公共下水道事業における地方公営企業法適用基本計画（素案）
および経営戦略（素案）について（答申）
平成28年（2016年）10月3日付け彦上下総第1120号で諮問のありました彦根市公共下水道事業における「地方公営企業法適用基本計画（素案）」および「経営戦略（素案）」については、彦根市公共下水道事業審議会条例第2条の規定に基づき、当審議会において慎重に審議を重ねた結果、別添両計画（素案）に対して異議なしとして答申します。
なお、両計画の推進にあたっては、下記事項に配慮されるようお願いします。
記
１　地方公営企業法の一部適用から全部適用への移行について
彦根市公共下水道については、未だ多くの未整備地域があるため、今後も円滑に事業を進めていくことに努め、整備が完了し、維持管理が主体となる時期に至れば、一部適用から全部適用へ移行することについて検討されたい。
２　経営戦略における財源等の確保について
　下水道事業を将来にわたって安定的に継続させていくための中長期的な経営の基本計画である経営戦略において、投資および財源の収支均衡をはかるために、経営における主たる財源である使用料収入については、少子高齢化の進展や節水型機器の普及などにより大幅な増加が見込めない中、未収金対策や水洗化率向上の取り組みによりその確保が重要となる一方、事業を推進するうえでの支出については、人件費の抑制や民間活力の活用による経費削減、維持管理に関するストックマネジメントを活用し更新投資の平準化や抑制などに努められたい。
地方公営企業法適用後に使用料の改定を検討する必要が生じた場合にあっても、増加する単身高齢者などの世帯に配慮した検討を実施するよう努められたい。
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